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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第66期
第２四半期
連結累計期間

第67期
第２四半期
連結累計期間

第66期

会計期間

自 平成27年
   ４月１日
至 平成27年
   ９月30日

自 平成28年
   ４月１日
至 平成28年
   ９月30日

自 平成27年
   ４月１日
至 平成28年
   ３月31日

売上高 (千円) 7,839,047 6,670,137 16,296,741

経常利益 (千円) 449,705 233,429 956,377

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 286,035 136,305 596,286

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 263,138 143,624 581,664

純資産額 (千円) 9,644,202 9,991,073 9,912,774

総資産額 (千円) 12,606,736 12,806,691 13,302,481

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 36.64 17.74 76.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.5 78.0 74.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 527,199 419,260 1,276,795

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △388,576 △448,238 △696,829

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △205,857 △146,490 △304,981

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,916,647 4,083,398 4,258,866
 

 

回次
第66期
第２四半期
連結会計期間

第67期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自 平成27年
   ７月１日
至 平成27年
   ９月30日

自 平成28年
   ７月１日
至 平成28年
   ９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 10.51 1.37

 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

EDINET提出書類

大丸エナウィン株式会社(E02739)

四半期報告書

 2/21



 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

大丸エナウィン株式会社(E02739)

四半期報告書

 3/21



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による各種政策の効果もあり、緩やかに回復に向かうこ

とが期待されます。ただし、中国やアジア新興国における景気の下振れ、英国のＥＵ離脱問題等、景気の先行きは

予断の許さない状況にあります。

このような状況下におきまして、当社グループの売上高は、6,670百万円と前年同四半期と比べ1,168百万円

（14.9%）の減収となりました。

損益面では、太陽光発電システムの売上の減少が大きく、売上総利益は、3,008百万円と前年同四半期と比べ88百

万円（2.8%）減少し、ＬＰガス設備の改善費用の増加及び営業力強化のための人員増加により、営業利益は、208百

万円と前年同四半期と比べ215百万円（50.8%）の減益となりました。

営業外収益と営業外費用を加減算した経常利益は、233百万円と前年同四半期と比べ216百万円（48.1%）の減益と

なり、法人税、住民税及び事業税等控除後の親会社株主に帰属する四半期純利益は、136百万円と前年同四半期と比

べ149百万円（52.3%）の減益となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①  リビング事業

当セグメントにおきましては、ＬＰガスの出荷量は前年同四半期と比べ増加していますが、仕入価格に連動し

た販売単価が下落し、また、太陽光発電システムの販売が減少しており、売上高は、4,532百万円と前年同四半期

と比べ1,329百万円（22.7%）の減収となりました。住宅設備機器の売上総利益の減少及びＬＰガスの設備投資等

の経費の増加により、セグメント利益（営業利益）は、192百万円と前年同四半期と比べ226百万円（54.1%）の減

益となりました。　

②  アクア事業

当セグメントにおきましては、需要期である夏場における新規ユーザーの獲得が思わしくなく、前年同四半期

と比べユーザー件数はやや減少していますが、単位消費量はほぼ変わらず、売上高は、510百万円とほぼ前年同四

半期並みとなりました。新規ボトル購入費用が減少し、経費の削減にも努め、販管費が前年同四半期と比べ減少

し、セグメント利益（営業利益）は、13百万円（前年同四半期は11百万円の損失）となりました。　

③ 医療・産業ガス事業

当セグメントにおきましては、第１四半期に引続き、酸素濃縮器等の在宅医療機器のレンタル、医療ガス、産

業ガス及び機材・工事と各分野の販売が好調であり、また、子会社である近畿酸素㈱の売上も順調に伸びてお

り、売上高は、1,627百万円と前年同四半期と比べ160百万円（11.0%）の増収となりました。販売の増加に伴い売

上総利益も増加しましたが、医療ガス容器等の販売費の増加、及び中部と九州２ヶ所の事業所新設に係る人件費

を含む経費の増加により、セグメント利益（営業利益）は、2百万円と前年同四半期と比べ12百万円（81.1%）の

減益となりました。　
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、4,083百万円となり、前年

同四半期と比べ、166百万円の増加となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、419百万円であり、前年同四半期と比べ、107

百万円収入が減少いたしました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益による減少250百万円、売上債権によ

る減少349百万円、仕入債務による増加188百万円、法人税等の支払額及びその他による増加263百万円でありま

す。　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の減少は、448百万円であり、前年同四半期と比べ、59百万円支出が増加いたしました。この

主な要因は、無形固定資産の取得による支出の増加20百万円、事業譲渡による収入の減少36百万円であります。　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の減少は、146百万円であり、前年同四半期と比べ、59百万円支出が減少いたしました。この

主な要因は、長期借入金の返済による支出の増加29百万円、配当金の支払いによる支出の増加14百万円及び自己株

式の取得による支出の減少107百万円であります。　

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力商品のＬＰガスはオール電化や都市ガスの攻勢が

考えられます。また、ＬＰガスは主に海外からの輸入に依存しております。したがって、当社グループの約６万６

千軒のＬＰガスユーザーが他エネルギーへの転換により減少していく要因や、国際情勢の変化により仕入価格が上

昇する要因があります。　

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、ＬＰガスユーザー軒数増加のため、のれん（営業

権）の買収や新規ＬＰガス供給設備投資を積極的に行い、また、アクア事業におけるミネラルウォーターの宅配事

業と医療・産業ガス事業における在宅医療機器レンタル及び医療・産業ガス販売を、リビング事業に続く収益の柱

として利益の安定を目指します。
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、ＬＰガス販売を中核とするリビング事業により発展してまいりました。「保安なくして繁栄な

し」をモットーに「保安の確保」「安定供給」を追求するとともに快適で安全な暮らしのサポーターとなることを

目指しております。しかしながら、ＬＰガスの販売環境は、省エネ機器の普及、他燃料との競合、都市ガスエリア

への人口シフトなどによる出荷量の減少といった厳しい状況にあります。

 こうした環境のもと、リビング事業を維持・発展させながらアクア事業や医療・産業ガス事業を第２、第３の収

益の柱にするべく経営資源を投入してまいります。

 当期は、「プロ集団への変革」をサブスローガンとし、スペシャリストの育成、各部門間の情報共有や営業協力

を強化し部門利益の創出を図ってまいります。

また、2016年４月から始まった電力の小売自由化をはじめ、都市ガスを含めたエネルギー自由化への体制整備や

人材の育成を行なうとともに、当社基本理念である「保安の確保」「安定供給」をあらためて全社・全グループ会

社へ浸透させ、企業価値向上に努めてまいります。

各事業の主な課題は次のとおりであります。

＜リビング事業＞

(1) 主力のＬＰガス販売事業においては、あらためて保安意識を向上させ、お客様の安全確保を徹底し、お客様

からの信用・信頼を得ることに注力し、選んでいただける会社を目指します。

(2) 新電力販売事業の展開につきましては、ＬＰガスやアクア商品とのセット販売など、他事業との連携による

拡販に努めます。

(3) Ｍ＆Ａの推進による、ＬＰガス出荷量の増大や顧客数の増加を図ります。

(4) スペシャリストの育成による、リフォーム事業の拡大に注力します。

＜アクア事業＞

(1) 他部門との連携による顧客件数の増加を図ります。

(2) 首都圏における顧客獲得強化とアクアボトリング山中湖工場の稼働率上昇を図ります。

(3) コーヒーなどミネラルウォーター以外の商材を絡めた販売戦略を展開します。

＜医療・産業ガス事業＞

(1) 滋賀支店、奈良営業所、近畿酸素㈱の３拠点の高圧ガス充填設備による供給体制強化に続き、阪神営業所開

設による近畿圏全般における配送効率の向上と営業強化を図ります。

(2) 中部、九州地区への事業所新設による営業エリアの拡大を図ります。

(3) 異業種関連施設への販路拡大、植物工場などへのガス需要の開拓、新電力事業との連携による新規開拓に注

力します。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,600,000

計 22,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,046,500 8,046,500
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株でありま
す。

計 8,046,500 8,046,500 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年９月30日 ― 8,046 ― 870,500 ― 1,185,972
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大丸エナウィン共栄会 大阪府大阪市住之江区緑木１－４－39 777 9.66

ＥＮＥＯＳグローブ株式会社 東京都千代田区永田町２－11－１ 498 6.20

大丸エナウィン社員持株会 大阪府大阪市住之江区緑木１－４－39 400 4.97

株式会社パロマ 愛知県名古屋市瑞穂区桃園町６－23 295 3.67

株式会社近畿大阪銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 277 3.45

伊  藤  吉  朝 奈良県奈良市 240 2.99

青  木  尚  史 大阪府大阪市中央区 233 2.90

堀川産業株式会社 埼玉県草加市住吉１－13－10 225 2.80

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 182 2.26

青 木 さ か え 大阪府大阪市中央区 180 2.25

計 ― 3,311 41.15
 

(注) １ 大丸エナウィン共栄会は当社と取引関係にある企業を会員とした取引先持株会であります。

      ２ 上記のほか当社所有の自己株式361千株（4.49%）があります。　

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 361,200
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,681,700
 

76,817 ―

単元未満株式 普通株式 3,600
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,046,500 ― ―

総株主の議決権 ― 76,817 ―
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② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大丸エナウィン株式会社

大阪市住之江区緑木
１―４―39

361,200 ― 361,200 4.49

計 ― 361,200 ― 361,200 4.49
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,258,866 4,083,398

  受取手形及び売掛金 2,383,512 1,882,964

  商品及び製品 313,657 274,297

  繰延税金資産 79,120 78,990

  その他 401,456 381,915

  貸倒引当金 △13,574 △11,021

  流動資産合計 7,423,037 6,690,543

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,136,819 1,393,937

   機械装置及び運搬具（純額） 509,694 489,650

   土地 1,978,091 1,978,345

   リース資産（純額） 198,674 233,895

   その他（純額） 499,824 518,784

   有形固定資産合計 4,323,104 4,614,613

  無形固定資産   

   のれん 969,632 894,230

   その他 40,862 40,833

   無形固定資産合計 1,010,495 935,063

  投資その他の資産   

   投資有価証券 342,319 352,475

   関係会社株式 9,400 9,400

   その他 195,416 205,707

   貸倒引当金 △1,292 △1,112

   投資その他の資産合計 545,843 566,470

  固定資産合計 5,879,443 6,116,147

 資産合計 13,302,481 12,806,691
 

 

EDINET提出書類

大丸エナウィン株式会社(E02739)

四半期報告書

11/21



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,877,497 1,515,183

  1年内返済予定の長期借入金 18,000 －

  リース債務 77,443 88,877

  未払法人税等 234,757 113,647

  役員賞与引当金 32,100 13,200

  その他 523,066 437,441

  流動負債合計 2,762,865 2,168,350

 固定負債   

  長期借入金 20,170 －

  長期未払金 109,985 109,723

  リース債務 135,294 162,388

  繰延税金負債 69,027 71,757

  役員退職慰労引当金 225,982 238,623

  その他 66,383 64,773

  固定負債合計 626,842 647,266

 負債合計 3,389,707 2,815,617

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 870,500 870,500

  資本剰余金 1,185,972 1,185,972

  利益剰余金 8,014,823 8,085,803

  自己株式 △252,346 △252,346

  株主資本合計 9,818,949 9,889,929

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 93,824 101,144

  その他の包括利益累計額合計 93,824 101,144

 純資産合計 9,912,774 9,991,073

負債純資産合計 13,302,481 12,806,691
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 7,839,047 6,670,137

売上原価 4,742,572 3,661,773

売上総利益 3,096,475 3,008,363

販売費及び一般管理費 ※1  2,672,851 ※1  2,799,807

営業利益 423,623 208,555

営業外収益   

 受取利息 1,215 403

 受取配当金 6,702 7,087

 受取賃貸料 8,121 8,270

 その他 13,184 11,392

 営業外収益合計 29,224 27,153

営業外費用   

 支払利息 690 377

 売上割引 533 492

 不動産賃貸費用 583 563

 その他 1,334 846

 営業外費用合計 3,142 2,279

経常利益 449,705 233,429

特別利益   

 固定資産売却益 3,016 5,344

 事業譲渡益 36,000 －

 特別利益合計 39,016 5,344

特別損失   

 固定資産除売却損 520 870

 特別損失合計 520 870

税金等調整前四半期純利益 488,201 237,903

法人税、住民税及び事業税 200,168 101,352

法人税等調整額 1,997 246

法人税等合計 202,165 101,598

四半期純利益 286,035 136,305

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 286,035 136,305

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △22,897 7,319

 その他の包括利益合計 △22,897 7,319

四半期包括利益 263,138 143,624

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 263,138 143,624
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 488,201 237,903

 減価償却費 250,937 248,801

 のれん償却額 110,548 119,560

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,400 △18,900

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13,110 12,641

 長期未払金の増減額（△は減少） △2,455 △261

 受取利息及び受取配当金 △7,918 △7,490

 支払利息 690 377

 有形固定資産除売却損益（△は益） △2,495 △3,659

 事業譲渡損益（△は益） △36,000 －

 売上債権の増減額（△は増加） 847,919 497,994

 たな卸資産の増減額（△は増加） 38,963 39,360

 仕入債務の増減額（△は減少） △550,582 △362,313

 その他 △373,566 △129,403

 小計 761,951 634,610

 利息及び配当金の受取額 7,918 7,490

 利息の支払額 △690 △377

 法人税等の支払額 △241,980 △222,462

 営業活動によるキャッシュ・フロー 527,199 419,260

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △422,043 △428,369

 有形固定資産の売却による収入 3,896 6,553

 無形固定資産の取得による支出 △28,807 △49,506

 無形固定資産の売却による収入 － 925

 貸付けによる支出 － △756

 貸付金の回収による収入 22,377 22,863

 事業譲渡による収入 36,000 －

 その他 － 50

 投資活動によるキャッシュ・フロー △388,576 △448,238

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 150,000 150,000

 短期借入金の返済による支出 △150,000 △150,000

 長期借入金の返済による支出 △9,000 △38,170

 配当金の支払額 △51,068 △65,249

 リース債務の返済による支出 △38,195 △43,070

 自己株式の純増減額（△は増加） △107,593 －

 財務活動によるキャッシュ・フロー △205,857 △146,490

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △67,234 △175,468

現金及び現金同等物の期首残高 4,006,480 4,258,866

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

△22,598 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,916,647 ※1  4,083,398
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 
（会計方針の変更等）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

運賃 391,356千円  382,358千円

のれん償却額 110,548 〃  119,560 〃

給料手当 561,227 〃  587,446 〃

賞与 179,934 〃  180,952 〃

役員賞与引当金繰入額 13,200 〃  13,200 〃

役員退職慰労引当金繰入額 13,110 〃  14,146 〃

賃借料 125,824 〃  128,334 〃

減価償却費 179,696 〃  181,266 〃

備品消耗品費 251,188 〃  355,144 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金 3,916,647千円  4,083,398千円

現金及び現金同等物 3,916,647千円  4,083,398千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 50,898 6.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月29日
取締役会

普通株式 49,954 6.5 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金
 

 

３  株主資本の著しい変動

当社は、平成27年８月31日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を145,200株取得いたしました。この結果、自

己株式が107,593千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式は252,346千円となっております。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 65,324 8.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月27日
取締役会

普通株式 57,639 7.5 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金
 

 

３  株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)リビング事業

(千円)
アクア事業
(千円)

医療・産業ガ
ス事業(千円)

計
(千円)

売上高       

 外部顧客への売上高 5,861,485 511,072 1,466,490 7,839,047 ― 7,839,047

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 5,861,485 511,072 1,466,490 7,839,047 ― 7,839,047

セグメント利益又は損失(△) 419,471 △11,284 15,436 423,623 ― 423,623
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)リビング事業

(千円)
アクア事業
(千円)

医療・産業ガ
ス事業(千円)

計
(千円)

売上高       

 外部顧客への売上高 4,532,148 510,925 1,627,063 6,670,137 ― 6,670,137

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 4,532,148 510,925 1,627,063 6,670,137 ― 6,670,137

セグメント利益 192,592 13,047 2,916 208,555 ― 208,555
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。　

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。　

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 36円64銭 17円74銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 286,035 136,305

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

286,035 136,305

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,806 7,685
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第67期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)中間配当について、平成28年10月27日開催の取締役会におい

て、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①  配当金の総額 57,639千円

②  １株当たりの金額 ７円50銭

③  支払請求権の効力発生日及び支配開始日 平成28年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

大丸エナウィン株式会社(E02739)

四半期報告書

20/21



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月７日
 

大丸エナウィン株式会社

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人  トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   千   﨑   育   利   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   田   中   賢   治   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大丸エナウィン

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日か

ら平成28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大丸エナウィン株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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